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１１１１ 福岡県の概要福岡県の概要福岡県の概要福岡県の概要

総総総総 人人人人 口口口口

総総総総 面面面面 積積積積

県内総生産県内総生産県内総生産県内総生産

５１２万人（２０１５年／全国第９位）５１２万人（２０１５年／全国第９位）５１２万人（２０１５年／全国第９位）５１２万人（２０１５年／全国第９位）

４，９８６４，９８６４，９８６４，９８６kmkmkmkm2222（２０１４年／全国第２９位）（２０１４年／全国第２９位）（２０１４年／全国第２９位）（２０１４年／全国第２９位）

１７兆９，１２６億円（２０１２年度／全国第９位）１７兆９，１２６億円（２０１２年度／全国第９位）１７兆９，１２６億円（２０１２年度／全国第９位）１７兆９，１２６億円（２０１２年度／全国第９位）

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

福岡県福岡県福岡県福岡県

１



２２２２ 福岡県福岡県福岡県福岡県のののの強強強強みみみみ(1)(1)(1)(1)

○ 中国や韓国など近隣諸国の主要都市が１０００ｋｍ以内に存在。

○ 上海まで１時間３０分、ソウルまで１時間余りで移動が可能。

（（（（１１１１））））成長著成長著成長著成長著しいアジアとしいアジアとしいアジアとしいアジアと近接近接近接近接

国内線国際線

3時間

マニラ

香港

�国際定期航空路国際定期航空路国際定期航空路国際定期航空路
� 世界9カ国・地域、21都市に21路線

最大548便 / 週（片道を1便とする）

（2015年8月現在）
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福岡県
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CHINA

TAIWAN

広州

香港

1000km

2000km

福岡路線

500km
ホノルルへ

北九州
福
岡平成２５年４月４日より

欧州直行便：アムステルダム線就航
福岡空港の利便性がさらに向上

６便／週（片道を１便とする）
平成２６年４月から

１便増便で８便／週に



２２２２ 福岡県福岡県福岡県福岡県のののの強強強強みみみみ(2)(2)(2)(2)

○ 陸・海・空の交通基盤が充実。

○ 九州新幹線が全線開通⇒ビジネス・観光・文化を通じた人々の交流が一層盛んに。
（平成２３年３月）

（（（（２２２２））））充実充実充実充実したしたしたした交通基盤交通基盤交通基盤交通基盤

福岡空港

●福岡空港への
アクセス

福岡都心部福岡都心部福岡都心部福岡都心部からからからから
約約約約５５５５～～～～１０１０１０１０分分分分!!!!!!!!

北九州空港 ●北九州空港時刻表(H26.9月現在）

始発始発始発始発 ５５５５：：：：３０３０３０３０ ７７７７：：：：００００００００

最終最終最終最終 ２４２４２４２４：：：：３５３５３５３５ ２２２２２２２２：：：：５５５５５５５５

北九州 羽田

苅田港

北九州空港

北九州港
高速道路

山陽新幹線

九州新幹線

古賀市

福津市

宗像市
中間市

北九州市

行橋市

直方市

小倉駅

JR(在来線)

有明海沿岸道路
年間着陸回数

旅客数

国内国内国内国内 第第第第３３３３位位位位

国内国内国内国内 第第第第３３３３位位位位
平成27年7月17日から早朝・深夜便に合わせて、

北九州空港と福岡都市圏を最短約70分で直接

結ぶ「福北リムジンバス」を運行

●博多港～上海のネットワーク

（国際拠点港湾）

アクセス 約約約約５５５５～～～～１０１０１０１０分分分分!!!!!!!!

天神天神天神天神 博多博多博多博多
福岡福岡福岡福岡
空港空港空港空港

（福岡市営地下鉄利用）

博多港

（国際拠点港湾）北九州港

出典：北九州港ホームページ

出典：港湾統計年報2013年
（国土交通省）

出典：港湾統計年報2013年
（国土交通省）

出典：港湾統計年報2013年
（国土交通省） （重要港湾）

苅田港

（重要港湾）

三池港

2006年4月 三池港～釜山港間
コンテナ定期航路開設

３

６分 ５分

外航旅客数

外貿コンテナ貨物量

出典：博多港ホームページ

外貿コンテナ貨物量

福岡県

豊前市

熊本県

佐賀県

博多港

博多駅

三池港

うきは市

八女市

大牟田市

みやま市
柳川市

大川市

筑後市

久留米市

小郡市

朝倉市

大野城市

福岡市糸島市

行橋市

嘉麻市

田川市飯塚市

宮若市

新鳥栖駅

久留米駅

筑後船小屋駅

新大牟田駅

大分県

筑紫野市

太宰府市
春日市

福岡空港

最速77分!!
博多～鹿児島中央

2013年の取扱貨物量が
過去最高となる3,527万トンまで増加



19,114

9,990
8,437

6,995 6 ,3096 ,3096 ,3096 ,30910,000

15,000

20,000

25,000

（３）潜在力～豊富な人材とローコストな環境（３）潜在力～豊富な人材とローコストな環境（３）潜在力～豊富な人材とローコストな環境（３）潜在力～豊富な人材とローコストな環境

福岡県には、高水準の教育と技術力を身につけ、働く意欲に満ちた優秀な若い人材が豊富です。特に
理工系の学生が多く、毎年多数の学生を輩出しています。

また、外国人留学生も多く、国際化が進んでいます。

①多彩な人材を育む充実の教育機関と優秀な人材①多彩な人材を育む充実の教育機関と優秀な人材①多彩な人材を育む充実の教育機関と優秀な人材①多彩な人材を育む充実の教育機関と優秀な人材

�豊富な理工系人材豊富な理工系人材豊富な理工系人材豊富な理工系人材

（単位：人）

� 2014201420142014年度年度年度年度 都道府県別都道府県別都道府県別都道府県別 国公私立大学（理工系）入学定員数国公私立大学（理工系）入学定員数国公私立大学（理工系）入学定員数国公私立大学（理工系）入学定員数
�外国人留学生外国人留学生外国人留学生外国人留学生

� 2014201420142014年度年度年度年度 都道府県別都道府県別都道府県別都道府県別 外国人留学生数外国人留学生数外国人留学生数外国人留学生数
（単位：人）69,903

14,25214,25214,25214,252
40,000

60,000

80,000
全国で

第5位

全国で

第2位

２２２２ 福岡県福岡県福岡県福岡県のののの強強強強みみみみ(3)(3)(3)(3)

6,995 6 ,3096 ,3096 ,3096 ,309

0

5,000

10,000

東京都 神奈川県 大阪府 愛知県 福岡県

4,022

2 ,2242 ,2242 ,2242 ,224 2,020 1,980 1,891

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

東京都 福岡県 愛知県 北海道 京都府

４

（出典）全国学校データ研究所編「全国学校総覧（2014年版）」より集計

� 2014201420142014年度年度年度年度 都道府県別都道府県別都道府県別都道府県別
国立大学（理工系）入学定員数国立大学（理工系）入学定員数国立大学（理工系）入学定員数国立大学（理工系）入学定員数

（単位：人）

（出典）独立行政法人日本学生支援機構「平成26年度外国人留学生在籍状況調査」に基づき作成

（出典）独立行政法人日本学生支援機構「平成26年度外国人留学生在籍状況調査」、福岡地域留学生交流推進協議
会会報

� 2014201420142014年度年度年度年度 出身地域別出身地域別出身地域別出身地域別 外国人留学生構成比外国人留学生構成比外国人留学生構成比外国人留学生構成比
■■■■ 福岡県福岡県福岡県福岡県 ■■■■ 全国全国全国全国

14,25214,25214,25214,252 13,588 8,840 7,494

0

20,000

東京都 福岡県 大阪府 京都府 愛知県

68.9%8.4%

6.1%

2.3%
2.2%

1.5%
1.4%

9.2%

51.3%

14.4%
8.6%

5.7%

3.4%

1.8%
1.7%

13.3%

中国

ベトナム

韓国

ネパール

台湾

タイ

インドネシア

その他アジア＝アジア＝アジア＝アジア＝92.7％％％％
アジア＝アジア＝アジア＝アジア＝94.6％％％％

全国で

第2位



２２２２ 福岡県福岡県福岡県福岡県のののの強強強強みみみみ(4)(4)(4)(4)

②ゆとりのある生活とローコストなビジネス環境②ゆとりのある生活とローコストなビジネス環境②ゆとりのある生活とローコストなビジネス環境②ゆとりのある生活とローコストなビジネス環境

福岡県は、住宅事情・消費者物価がとてもリーズナブル。ゆとりのある生活が福岡の
魅力で、その魅力は海外からも評価されています。

8,599

5,828
5,294

4,555 4,104 4,028

�安価な住宅環境安価な住宅環境安価な住宅環境安価な住宅環境

� 住宅地の平均価格住宅地の平均価格住宅地の平均価格住宅地の平均価格 � 家賃家賃家賃家賃 （民営家賃（月額））（民営家賃（月額））（民営家賃（月額））（民営家賃（月額））
（単位：円/坪）（単位：円/㎡）

317,000

145,600

96,200

106.1

101.2
99.9

98.4 97.7 97.1

�消費者物価消費者物価消費者物価消費者物価 （全国平均＝１００）（全国平均＝１００）（全国平均＝１００）（全国平均＝１００）

５

�海外からの評価海外からの評価海外からの評価海外からの評価

イギリスの情報誌イギリスの情報誌イギリスの情報誌イギリスの情報誌
「「「「MONOCLEMONOCLEMONOCLEMONOCLE」」」」

『『『『2015 2015 2015 2015 世界で最も住み世界で最も住み世界で最も住み世界で最も住み
やすいやすいやすいやすい都市ランキング都市ランキング都市ランキング都市ランキング』』』』

1 東京

2 ウィーン

3 ベルリン

4 メルボルン

5 シドニー

12 福岡

14 京都

以下、パリ（15位）、

香港(19位）など

第12位福岡＝福岡＝福岡＝福岡＝

1,445,700

432,100

253,300 189,400 146,600

東京都 大阪府 愛知県 福岡県 宮城県

東京都

区部

大阪市 名古屋市 仙台市 福岡市 北九州市

� 商業地商業地商業地商業地

� 土地の平均価格土地の平均価格土地の平均価格土地の平均価格 �オフィス賃料オフィス賃料オフィス賃料オフィス賃料
（月額想定成約賃料）（月額想定成約賃料）（月額想定成約賃料）（月額想定成約賃料）� 工業地工業地工業地工業地 （単位：円/坪）（単位：円/㎡） （単位：円/㎡）

（出典）国土交通省「平成26年度都道府県地価調査」 （出典）総務省統計局「小売物価統計調査（2015年6月）

（出典）国土交通省「平成26年度都道府県地価調査」 （出典）シービーアールイー

「Market View Japan Office 2015 Q1」

96,200

44,200 32,800

東京都 大阪府 愛知県 福岡県 宮城県

231,500

112,900

56,200

25,000 17,500

東京都 大阪府 愛知県 福岡県 宮城県

43,800

21,450
19,300

10,550 9,130

東京都 名古屋市 大阪市 福岡市 仙台市

東京都

区部

大阪市 名古屋市 仙台市 福岡市 北九州市



３ 平成２７年度予算の概要 ～予算編成の基本的な考え方～

県民人一人が幸福を実感できる「県民幸福度日本一」を目指し、以下に掲げる政策課題に重点的に取り組む。

◯ ବਞの୮とྟৡある౻৷のৃの出

◯ 出会い、結婚、子育て、就職・仕事の支援

◯ ਙやৈೡの活ඩのૢ援

◯ たくましいグローバルな人材の育成

◯ 安心して生活できる共助社会の実現

◯ 安全・安心、災害に強い県づくり

ポイント

６

Ｈ２7見込(億円) 「財政改革推進プラン」の目標・予定額

財政調整等
三基金残高

429
○H28年度までに三基金の取崩しに頼らない財政運営を実現
○H27年度末残高予定 390億円

県債(通常債)残高
[ ]はH24末との差

22,473

[△740]
○H28年度末通常債残高をH24年度末に比べ550億円程度圧縮
○H27年度末残高予定 22,720億円

○一般会計歳入歳出規模 １兆７,７７０億円 →  過去最大
（前年度比1,052億円、6.3％増）

○歳入における県税等（県税及び地方消費税清算金） ８,０４９億円 → 過去最大
(前年度比1,652億円、25.8％増）

○財政健全化を着実に推進
①財政調整等三基金の年度末残高 → 「財政改革推進プラン」の予定額をクリア
②県債（通常債）の年度末残高 → 「財政改革推進プラン」の目標を前倒しでクリア

ポイント



【【【【参考参考参考参考】】】】一般一般一般一般会計予算のフレーム会計予算のフレーム会計予算のフレーム会計予算のフレーム

［歳出の概況］
・社会保障費は、子ども・子育て支援新制

২の実や୰ୢ費助成のఁౄ等によ
り131億円(4.5%)の増

・県税等の増収に伴い੨交付স等が
1,133億円(58.5%)の増

・公共事業費は、補助事業費が減少
(△14.8%)घるর、県ઝのষ೪制にଦ
慮しつつ、必要な単独事業費を措置し、

増減
Ａ－Ｂ

ಇ૨
Ａ/Ｂ

4,922 4,893 29 100.6
3,084 2,953 131 104.5
2,156 2,125 31 101.4

864 1,015 △ 151 85.2
853 890 △ 37 95.8
171 167 4 102.0

1,888 2,072 △ 184 91.1

人件費

単独事業費
補助事業費

公債費
社会保障費

合　　計
ઉლ事業૿স

公
共
事
業
費

（単位：億円、％）

ফ২ڲڮ
当初予算 Ｂ

ফ২ڳڮ
当初予算 Ａ区　　　　分

比 較

歳

７

慮しつつ、必要な単独事業費を措置し、
全体では△5.8%の減(保育所緊急整備費を除く)
※今後、県内経済の動向を見極めつつ、必要に

応じ事業量を確保

［歳入の概況］
・県税等は、্費税૨ਬऑのফ২

化や法人二税が堅調であること等により
1,652億円(25.8%)の増

・地方交付税等は、県税収入の増加等に伴
い302億円(△7.4%)の減

※ 市町村が実施する保育所緊急整備は、国が直接
補助する方式に変更されたため、県の事業費が大き
く減少（△74億円）

1,888 2,072 △ 184 91.1
保育所緊急整備費※除く 1,793 1,903 △ 110 94.2

2,448 2,449 △ 1 100.0
3,069 1,936 1,133 158.5

203 290 △ 87 70.0
17,770 16,718 1,052 106.3

8,049 6,397 1,652 125.8
3,783 4,085 △ 302 92.6
1,887 2,037 △ 150 92.6
1,233 1,139 94 108.3

40 46 △ 6 87.0
2,778 3,014 △ 236 92.2

17,770 16,718 1,052 106.3

ଃ৹整等ਕ੦সোস

その他
੨交付স等
ষੁ費

合　　計

歳

入

費出

計

県債قಏଃ債除くك
বಛ੍লস
地方交付税等
県税等

その他

計



少子化少子化少子化少子化対策部会対策部会対策部会対策部会

出会い、結婚、出産、子育て、仕事
など人それぞれのライフステージに
合わせたきめ細かな施策を総合的

雇用創出部会雇用創出部会雇用創出部会雇用創出部会

地域の特性や資源を生かした製造業
の競争力の強化、中小企業の支援、
農林水産業の収益力の強化、企業の

福岡県人口減少対策本部福岡県人口減少対策本部福岡県人口減少対策本部福岡県人口減少対策本部
26年11月25日設置

地域の創意工夫を生かし、人口減少に効果の高い施策を全庁あげて強力に推進

４ 人口減少・地方創生

合わせたきめ細かな施策を総合的
に展開

農林水産業の収益力の強化、企業の
誘致、観光の振興などの産業を振興

地域地域地域地域活性化部会活性化部会活性化部会活性化部会

快適な都市環境の整備や中山間地域の活性化などによる移住・定住の促進

福岡県の人口ビジョン・総合戦略の策定

県議会や市町村の意見県民や有識者の意見
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日本経済の成長・発展に貢献！日本経済の成長・発展に貢献！日本経済の成長・発展に貢献！日本経済の成長・発展に貢献！日本経済の成長・発展に貢献！日本経済の成長・発展に貢献！日本経済の成長・発展に貢献！日本経済の成長・発展に貢献！

福岡をアジアの中で先進的・魅力ある地域に！福岡をアジアの中で先進的・魅力ある地域に！福岡をアジアの中で先進的・魅力ある地域に！福岡をアジアの中で先進的・魅力ある地域に！福岡をアジアの中で先進的・魅力ある地域に！福岡をアジアの中で先進的・魅力ある地域に！福岡をアジアの中で先進的・魅力ある地域に！福岡をアジアの中で先進的・魅力ある地域に！

地域の強みを活かし、環境を軸とした産業の国際競争力を強化し、アジアの活力を取り込みながら地域の強みを活かし、環境を軸とした産業の国際競争力を強化し、アジアの活力を取り込みながら地域の強みを活かし、環境を軸とした産業の国際競争力を強化し、アジアの活力を取り込みながら地域の強みを活かし、環境を軸とした産業の国際競争力を強化し、アジアの活力を取り込みながら、アジアから、アジアから、アジアから、アジアから

世界世界世界世界に展開する産業拠点の構築を図り、発展することを目指す。に展開する産業拠点の構築を図り、発展することを目指す。に展開する産業拠点の構築を図り、発展することを目指す。に展開する産業拠点の構築を図り、発展することを目指す。

本地域のポテンシャル本地域のポテンシャル本地域のポテンシャル本地域のポテンシャル

●●●●環境問題への長年の取組み

●●●●環境性能の高い製品の開発・生産拠点の集積

●●●●アジアとの緊密なネットワーク

・特区を活用した設備投資が
相次いで決定！

◇特区制度活用企業は◇特区制度活用企業は◇特区制度活用企業は◇特区制度活用企業は４０社４０社４０社４０社

◇これに伴う設備投資額は約◇これに伴う設備投資額は約◇これに伴う設備投資額は約◇これに伴う設備投資額は約１１１１,２１０億円２１０億円２１０億円２１０億円

◇新規直接雇用◇新規直接雇用◇新規直接雇用◇新規直接雇用約７５０人約７５０人約７５０人約７５０人

【【【【国による支援国による支援国による支援国による支援】】】】
○税制上の支援（法人税の軽減） ○財政上の支援

５０％の特別償却または１５％の税額控除

○金融上の支援（利子補給制度） ○規制・制度の特例
最大０．７％を５年間支給

アジアの環境・資源問題に貢献！アジアの環境・資源問題に貢献！アジアの環境・資源問題に貢献！アジアの環境・資源問題に貢献！アジアの環境・資源問題に貢献！アジアの環境・資源問題に貢献！アジアの環境・資源問題に貢献！アジアの環境・資源問題に貢献！

・地域独自の支援措置を実施
・産学官が一丸となって推進

グリーンアジア国際戦略総合特区グリーンアジア国際戦略総合特区グリーンアジア国際戦略総合特区グリーンアジア国際戦略総合特区

５ グリーンアジア国際戦略総合特区・本社機能の誘致

◇新規直接雇用◇新規直接雇用◇新規直接雇用◇新規直接雇用約７５０人約７５０人約７５０人約７５０人
（平成27年7月末現在）

【【【【地域独自の支援地域独自の支援地域独自の支援地域独自の支援】】】】
○企業立地交付金（５％上乗せ（県））（福岡県、北九州市、福岡市など）

○不動産取得税の課税免除（県）

○固定資産税の課税免除（３年間免除）（北九州市、福岡市など）

○ｸﾞﾘｰﾝｱｼﾞｱ国際戦略総合特区中小企業設備投資促進補助金（県）

・２年連続で最も高い「Ａ」評価！
国の総合特区評価において、２年連続で最も高い
「「「「A」」」」評価を獲得！

・県内中小企業の活用も活発化！

本社機能の誘致本社機能の誘致本社機能の誘致本社機能の誘致

【国による支援】【国による支援】【国による支援】【国による支援】
○オフィス減税

法人税１５～２５％の特別償却または４～７％の税額控除
○雇用促進税制の特例措置

増加雇用１名あたり２０～５０万円の税額控除等
○地方税の減収補填制度

地方公共団体が事業税、不動産取得税、固定資産税の
軽減措置を行った場合、国がその減収分を補填。

【地域独自の支援】【地域独自の支援】【地域独自の支援】【地域独自の支援】
○県は事業税、不動産取得税の軽減措置及び新たな補助制度等

について検討中。
○市町村は固定資産税の軽減措置等について検討中。

地域再生法に基づく地方拠点強化税制等を活用し、本社地域再生法に基づく地方拠点強化税制等を活用し、本社地域再生法に基づく地方拠点強化税制等を活用し、本社地域再生法に基づく地方拠点強化税制等を活用し、本社機能の移転・拡充機能の移転・拡充機能の移転・拡充機能の移転・拡充を促すことで、本県の産業競争力を高め、を促すことで、本県の産業競争力を高め、を促すことで、本県の産業競争力を高め、を促すことで、本県の産業競争力を高め、
良質で安定した雇用の創出を図る。良質で安定した雇用の創出を図る。良質で安定した雇用の創出を図る。良質で安定した雇用の創出を図る。
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北部九州の自動車産業北部九州の自動車産業北部九州の自動車産業北部九州の自動車産業

６ 自動車産業の集積

＜北部九州における自動車生産台数の推移＞

■生産台数 平成２６年度：１２９. ６万台 ＜過去４番目＞

（日産、ダイハツ両グループは国内第１位、トヨタグループは国内第２位の生産拠点）

■地元調達率 平成２６年度 ： 新型車を中心に６５％に上昇。

■自動車関連企業 平成２６年度 ： 年々増加し、九州に１０６９社。うち福岡県に４８７社。

＜北部九州における自動車産業の集積＞
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７ 水素エネルギー社会の実現

○ＦＣＶの率先導入

ＦＣＶの普及ＦＣＶの普及ＦＣＶの普及ＦＣＶの普及

○水素ステーション整備促進のための支援

水素ステーションの整備水素ステーションの整備水素ステーションの整備水素ステーションの整備

産業政策上の意義産業政策上の意義産業政策上の意義産業政策上の意義
水素関連技術は、産業の裾野が広く、日本が得意とする「す水素関連技術は、産業の裾野が広く、日本が得意とする「す水素関連技術は、産業の裾野が広く、日本が得意とする「す水素関連技術は、産業の裾野が広く、日本が得意とする「す
り合わせ型」の技術を活かすことができるり合わせ型」の技術を活かすことができるり合わせ型」の技術を活かすことができるり合わせ型」の技術を活かすことができる

エネルギーの安定供給エネルギーの安定供給エネルギーの安定供給エネルギーの安定供給
水素は、エネルギー効率が高く、クリーンで多様な供給源が水素は、エネルギー効率が高く、クリーンで多様な供給源が水素は、エネルギー効率が高く、クリーンで多様な供給源が水素は、エネルギー効率が高く、クリーンで多様な供給源が
あり、資源に乏しい我が国にとってのキーテクノロジーあり、資源に乏しい我が国にとってのキーテクノロジーあり、資源に乏しい我が国にとってのキーテクノロジーあり、資源に乏しい我が国にとってのキーテクノロジー

今なぜ水素なのか今なぜ水素なのか今なぜ水素なのか今なぜ水素なのか

水素エネルギー分野における我が国最大の産学官連携組織「福岡水素エネルギー戦略会議」水素エネルギー分野における我が国最大の産学官連携組織「福岡水素エネルギー戦略会議」水素エネルギー分野における我が国最大の産学官連携組織「福岡水素エネルギー戦略会議」水素エネルギー分野における我が国最大の産学官連携組織「福岡水素エネルギー戦略会議」
を中核に、研究開発、人材育成、産業化への取組みを展開。を中核に、研究開発、人材育成、産業化への取組みを展開。を中核に、研究開発、人材育成、産業化への取組みを展開。を中核に、研究開発、人材育成、産業化への取組みを展開。

・Ｈ２６年度に県公用車として２台導入（九州初）
・県内自治体、企業に対しても導入を働きかけ

○タクシー、レンタカーへの導入支援
・Ｈ２６年度にＦＣＶタクシー５台導入支援（全国初）
・Ｈ２７年度はレンタカーについても導入支援予定

○ＦＣＶの理解促進
・ＦＣＶ公用車を活用して、県内各地で展示会や試乗会を

開催する「ふくおかFCVキャラバン」を展開（Ｈ２７．５～）

※県内で２３台のＦＣＶが走行中（今日現在）

・候補地の紹介から、地権者との交渉まで一貫したサポート
・国の補助金に加え、県独自の補助金創設
・「グリーンアジア国際戦略総合特区」の税制優遇措置の活用
・県庁において移動式水素ステーションを整備

※整備決定している水素ステーション
Ｈ２６年１０月に九州第１号となる水素ステーションが北九州

市小倉北区に開所。現在、これを含め県内で１０か所の整備
が決定

・北九州市 ２か所 ・福岡市 ５か所
・古賀市 １か所 ・大野城市 １か所 ・糟屋郡 １か所

県公用車（１台目） ＦＣＶタクシー出発式 イワタニ水素ステーション小倉ＦＣＶ公用車出発式
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８ 農林水産業の競争力強化

本県本県本県本県のののの平成平成平成平成25年農林水産業産出年農林水産業産出年農林水産業産出年農林水産業産出額額額額 2,654億億億億円円円円（（（（全国全国全国全国14位位位位））））

県産農林水産物のブランド化県産農林水産物のブランド化県産農林水産物のブランド化県産農林水産物のブランド化

【ブランド化の３本柱】

・創る（独自品種の開発）

・高める、増やす（技術指導による品質向上、生産の拡大）

・伝える、売る（認知度向上、販売促進）

○ 「あまおう」 販売単価が11年連続日本一（1,351円/kg）
〇 「とよみつひめ」 肉厚でなめらかな食感

○ 「元気つくし」 食味ランキングで４年連続となる最高位の「特Ａ」
に格付

〇 「ラー麦」 日本初のラーメン用小麦

福岡県が誇る農林水産物等をＰＲ

〇 「ラー麦」 日本初のラーメン用小麦

○ 「八女茶」 玉露が全国茶品評会で日本一

〇 「秋王」 柿の新品種、本年１０月から発売予定

○ 「はかた地どり」 倍増し、九州一の産地を目指す

○ 「天然とらふぐ」 漁獲量全国第２位

○ 「福岡のり」 販売単価が13年ぶりの日本一

東京都中央卸売市場
（大田市場）

(平成26年11月29日)

市場のセリ開始前、仲卸
業者の皆さんを対象に、
「あまおう」の試食宣伝会
を実施し、試食用の「あま
おう」を手渡して積極的に
ＰＲ １２



９ 観光振興

・日本は、 幕末から明治期にかけて、西洋以外の地域で初めて、かつ、極
めて短期間に近代工業化を果たし、飛躍的発展を遂げた。

・構成資産は、製鉄・製鋼、造船、石炭産業といった重工業における世界に
特筆すべき発展の過程を示す遺産群である。（８県１１市２３施設）

三池港 八幡製鉄所遠賀川水源地ポンプ室

海を越えた交流を担った宗像の人々が、神宿る島に対する自然崇拝
に根差した信仰を発展させ、現代まで承継してきた一連の過程を証
明するもの。

沖ノ島（宗像大社沖津宮） 新原・奴山古墳群

� 「明治日本の産業革命「明治日本の産業革命「明治日本の産業革命「明治日本の産業革命遺産遺産遺産遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」製鉄・製鋼、造船、石炭産業」製鉄・製鋼、造船、石炭産業」製鉄・製鋼、造船、石炭産業」 �「「「「『『『『神宿る島神宿る島神宿る島神宿る島』』』』宗像・沖ノ島と関連遺産群」宗像・沖ノ島と関連遺産群」宗像・沖ノ島と関連遺産群」宗像・沖ノ島と関連遺産群」

� 福岡福岡福岡福岡よかよかよかよかもん市場・福岡もん市場・福岡もん市場・福岡もん市場・福岡よかとこよかとこよかとこよかとこ旅行券旅行券旅行券旅行券

特筆すべき発展の過程を示す遺産群である。（８県１１市２３施設）

通販サイト「よかもん市場」の「ふ
るさと割」対象商品が３～４割引で
購入可能

柳川川下り京築セレクト

県内宿泊施設等で使用可能な旅
行券やバスツアー、観光切符など
を割引販売

�「ものづくり技術」の発信「ものづくり技術」の発信「ものづくり技術」の発信「ものづくり技術」の発信

安川電機「ロボット村」 イメージ図
（提供：㈱安川電機）

TOTO「TOTOミュージアム」 イメージ図
（提供：TOTO株）
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ラグビーワールドカップラグビーワールドカップラグビーワールドカップラグビーワールドカップ2019開催決定開催決定開催決定開催決定

○ 福岡が開催地の一つに決定！
○ キャンプ地の誘致

１０ スポーツの推進 ～ スポーツをとおした元気で活力ある福岡県づくり ～

福岡県キャンプ地誘致ホームページ福岡県キャンプ地誘致ホームページ福岡県キャンプ地誘致ホームページ福岡県キャンプ地誘致ホームページ

オリンピック・パラリンピックに向けた事業オリンピック・パラリンピックに向けた事業オリンピック・パラリンピックに向けた事業オリンピック・パラリンピックに向けた事業

オリンピックデーランの開催オリンピックデーランの開催オリンピックデーランの開催オリンピックデーランの開催

ラグビー壮行試合の開催ラグビー壮行試合の開催ラグビー壮行試合の開催ラグビー壮行試合の開催福岡開催決定福岡開催決定福岡開催決定福岡開催決定

トップアスリートの育成トップアスリートの育成トップアスリートの育成トップアスリートの育成

○ スウェーデンチームのキャンプ決定
○ キャンプ地の誘致
○ オリンピックムーブメントの推進

○ 福岡県タレント発掘事業
○ 福岡アーチェリーアカデミー

13131313

オリンピック・パラリンピックに向けた事業オリンピック・パラリンピックに向けた事業オリンピック・パラリンピックに向けた事業オリンピック・パラリンピックに向けた事業

スウェーデンチームとの基本合意スウェーデンチームとの基本合意スウェーデンチームとの基本合意スウェーデンチームとの基本合意

１４



○ 実質収支実質収支実質収支実質収支 平成２６年度は約４２億円の黒字約４２億円の黒字約４２億円の黒字約４２億円の黒字となりました。実質収支の黒字は３９年連続３９年連続３９年連続３９年連続です。
○ 歳歳歳歳 入入入入 景気回復の動きにより法人二税が堅調であることや地方消費税率の引き上げなどにより、県税収入は

増加しました。一方、それに伴い、地方交付税及び臨時財政対策債は減少しました。
また、国の補助事業や交付金を最大限活用することにより、県債の発行額の抑制に努めました。

○ 歳歳歳歳 出出出出 消費税率引上げに伴う景気の腰折れを回避するため、着実な景気回復と雇用の確保に取り組んだほ
か、投資的経費が減少する中、県民生活の安全・安心を図るための事業を重点的に実施しました。

また、人件費、公債費及び社会保障関係費が増加する中で、職員定員の削減、事務事業の見直し等
の歳出抑制に極力努めました。

※実質収支＝歳入歳出差引額から翌年度へ

繰り越すべき財源を控除した額。

＜平成２６年度決算収支状況＞＜平成２６年度決算収支状況＞＜平成２６年度決算収支状況＞＜平成２６年度決算収支状況＞
区 分 決算額

歳入総額 (a) 1,652,242

歳出総額 (b) 1,611,005

翌年度へ繰り越すべき財源 (c) 37,047

（単位：百万円）

１１ 平成２６年度普通会計決算の概要

１５

15,066

16,924

16,106
15,906

16,292
16,522

14,873 14,847

16,534

14,811

16,110
15,768

15,596
15,842

16,104

14,591

16,576

14,763
14,57014,445

1兆2,000億円 

1兆3,000億円 

1兆4,000億円 

1兆5,000億円 

1兆6,000億円 

1兆7,000億円 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

歳入 歳出

(歳入・歳出)

＜普通会計決算規模の推移＞＜普通会計決算規模の推移＞＜普通会計決算規模の推移＞＜普通会計決算規模の推移＞

実質収支 (a)-(b)-(c) 4,190



１２ 平成２６年度普通会計決算の概要 ～対前年度比較表～
（単位：億円、％）

平成26年度 平成25年度 増減額 増減率

決算額(a) 決算額(b) (a)－(b) (a)/(b)

歳入総額 16,522 16,533 ▲ 11 99.9

5,516 5,214 302 105.8

法人二税 1,226 1,146 80 106.9

地方消費税 1,256 1,031 225 121.8

3,035 3,037 ▲ 2 99.9

948 796 151 119.0

地方法人特別譲与税 907 752 155 120.6

その他 41 45 ▲ 5 90.0

4,096 4,283 ▲ 186 95.7

2,719 2,803 ▲ 84 97.0

1,377 1,480 ▲ 103 93.0

2,237 2,419 ▲ 181 92.5

1,017 1,088 ▲ 71 93.5

2,708 2,734 ▲ 26 99.0

0 0 0 -

歳出総額 16,110 16,104 7 100.0

9,913 9,670 243 102.5

（４）国庫支出金

（５）県債（臨時財政対策債等を除く）

（６）その他

（１）義務的経費

うち三基金からの繰入

区　　　　分

（１）県税

その他

臨時財政対策債

（２）地方譲与税

（３）地方交付税等

地方交付税

県県県県 税税税税
景気回復の動きにより企業収益が堅調に推移し法人二税が８０億円の増、地方消

費税率の引上げなどにより、地方消費税が２２５億円の増となった。

地方譲与税地方譲与税地方譲与税地方譲与税
地方法人特別税を都道府県へ再分配する地方法人特別譲与税が１５５億円の増

となった。

地方交付税等地方交付税等地方交付税等地方交付税等
地方財政計画において、景気回復の動きによる地方税の増収等が見込まれたこと

により１８６億円の減となった。

国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金
景気・経済・雇用対策のための交付金、補助公共事業費等の減により１８１億円の

減となった。

県県県県 債（臨時財政対策債等を除く）債（臨時財政対策債等を除く）債（臨時財政対策債等を除く）債（臨時財政対策債等を除く）

１６

4,888 4,786 102 102.1

うち職員給 3,619 3,467 152 104.4

うち共済負担金 727 717 10 101.5

うち退職手当 438 503 ▲ 65 87.0

2,875 2,806 69 102.5

介護給付費負担金 530 507 23 104.5

国民健康保険助成費 481 462 19 104.1

後期高齢者医療負担金 656 638 18 102.8

その他 1,207 1,199 8 100.7

2,151 2,079 72 103.5

2,422 2,595 ▲ 173 93.3

1,377 1,408 ▲ 31 97.8

793 866 ▲ 73 91.6

194 224 ▲ 30 86.8

58 97 ▲ 39 59.5

3,775 3,839 ▲ 64 98.3

829 749 79 110.6

86 62 24 138.9

232 379 ▲ 148 61.1

2,629 2,648 ▲ 20 99.2その他

緊急雇用相集津事業費

公共施設整備基金積立金などの積立金

税関連交付金

（３）その他

直轄事業負担金等

単独公共事業費

（２）投資的経費

補助公共事業費

災害復旧事業費

人件費

社会保障関係費

公債費

※表示単位未満を四捨五入している関係で、合計・増減額が一致しない箇所があります。

県県県県 債（臨時財政対策債等を除く）債（臨時財政対策債等を除く）債（臨時財政対策債等を除く）債（臨時財政対策債等を除く）
国の補助事業や交付金を最大限活用し、県債の発行を抑制したこと等により、

７１億円の減となった。

人人人人 件件件件 費費費費
退職手当が減少するとともに職員定員の削減を実施したものの、給与減額措置の

終了及び給与改定の実施による職員給の増加により、１０２億円の増となった。

投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費
福岡女子大学施設整備費が減となったこと等による単独公共事業費の減、景気・

経済・雇用対策補正予算に係る繰越事業の減による補助公共事業費の減及び平
成２４年夏の豪雨災害に係る災害復旧事業の進捗による災害復旧事業費の減によ
り、１７３億円の減となった。

その他その他その他その他
地方消費税の増収に伴い税関連交付金が７９億円の増、緊急雇用創出事業費が

２４億円の増となる一方、公共施設整備基金への「地域の元気臨時交付金」の積立
が終了したこと等により、積立金が１４８億円減となった。



１３ 県債残高の状況

○ 地方交付税の原資不足により､その振替財源である臨時財政対策債の発行を余儀なくされていることから、
県債残高は６８８億円増加したものの、国の補助事業や交付金を最大限活用し、発行を抑制したこと等によ
り、通常債の残高は４０２億円減少しました。この減少額は過去最大の額となっています。

○ なお、県民一人当たりの県債残高は、全国平均より低い水準を維持しています全国平均より低い水準を維持しています全国平均より低い水準を維持しています全国平均より低い水準を維持しています。
（平成２５年度は全国で低い方から８番目）

【一人当たり県債残高】
（単位：千円）

【県債残高】
（単位：億円）

11,34110,2518,9767,7166,4244,881
3,955

35,03234,214

29,200
30,567 31,726

33,244

27,634
26,665

33,82733,13932,189
30,682

29,490
28,099

24,841
26,536

25,000

30,000

35,000

800

900

1,000

１７

平成26年度平成25年度平成24年度平成23年度平成22年度平成21年度平成19年度 平成20年度

※住民基本台帳法の改正（H24.7月）により、外国人住民も住民基本台帳法適用対象となったため、Ｈ２４から一人当たり県債残高算出に用いる人口は、

外国人住民を含んだ数となっている。

22,486
22,88823,21322,966

23,06623,218
22,58122,051

3,955
3,513

661

558
585

608
630 649

508
527

731

672
700 715 721

649640

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

400

500

600

700

800

通常債等残高（普通会計） 臨時財政対策債残高（普通会計） 県債残高（公営企業会計を含む全会計）

一人当たり県債残高：福岡県 一人当たり県債残高：全国（東京都除く）

前年度から
402億円
減少



１４ 基金残高の状況

3,500

財政調整に用いる基金（財政調整基金等の三基金）の残高は、経費の節減や収入確保等に努めた
ことにより、前年度から１３億円増の４６７億円となり、５年連続で増加しました。

【基金残高】
（単位：億円）

○○○○ 三基金の残高三基金の残高三基金の残高三基金の残高

○○○○ 減債基金（満期一括償還分）の残高減債基金（満期一括償還分）の残高減債基金（満期一括償還分）の残高減債基金（満期一括償還分）の残高
減債基金（満期一括償還分）については、「公債管理特別会計」を設置し、確実に積立てを行っていま

す。
この積立金については、財源調整のための取崩しや貸付けは一切行っていません。
平成２６年度は満期が来た県債の償還に充当した額以上に積立額が多かったことから、減債基金の残

高は前年度より増加しています。

１８

442 368 367 401 402 412 454 467

3,047

1,366
1,160

1,448

1,857

2,361
2,573

2,706

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

三基金残高（満期一括償還分除く） 基金残高（満期一括償還分）

※三基金は、財政調整基金、減債基金（満期一括償還分を除く）（満期一括償還分を除く）（満期一括償還分を除く）（満期一括償還分を除く）及び公共施設整備基金。

（単位：億円）



１５ 公営企業会計の状況

会計名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
（実質収支）

病院事業会計 2,589 2,555 34 1,481

電気事業会計 493 465 28 2,394

工業用水道事業会計 1,986 1,536 450 1,962

本県のすべての公営企業会計において実質収支がプラスとなっており、健全な財政運
営を行っています。 （単位：百万円）

○○○○ 平成平成平成平成２６２６２６２６年度決算年度決算年度決算年度決算

１９

病院事業については、毎年度４０億円程度の繰入を行っており、一般会計の大きな負担となっていたことなどから、
平成１５年度に「県立病院改革（移譲及び公設民営化）に関する計画」を策定し、全全全全てのてのてのての県立病院県立病院県立病院県立病院をををを民営化民営化民営化民営化するするするすると
いう他に例を見ない改革に取り組んできました。

この計画に基づき、平成１７年４月に消化器医療センター朝倉病院、遠賀病院を民間移譲、精神医療センター太
宰府病院を公設民営化し、平成１９年４月に柳川病院、嘉穂病院を民間移譲しました。

本県は、既に県立５病院全ての民営化が完了しています。

工業用地造成事業会計 753 1,233 ▲480 1,736

県営埠頭施設整備運営事業特別会計 21,473 20,408 1,064 0

流域下水道事業特別会計 23,931 21,719 2,212 1,843

○○○○ 県立病院改革県立病院改革県立病院改革県立病院改革



１６ 主な外郭団体の状況

本県が出資する主な公社については、健全に運営されています。

○○○○ 主主主主なななな公社公社公社公社のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２６２６２６２６年度年度年度年度））））

区分
福岡県

土地開発公社

福岡県

道路公社

福岡北九州

高速道路公社

福岡県

住宅供給公社

出
資
状
況

資本金 30 26,669 221,298 5

うち本県出資額 30 19,280 110,649 4

出資比率（％） 100.0 72.3 50.0 76.0

出資団体数 1 2 3 7

貸
借
対
照
表

資産 117 93,871 1,255,712 60,746

負債 33 67,201 1,033,487 41,560

資本 84 26,669 222,226 19,186

（単位：百万円）

２０

○○○○ 第三第三第三第三セクターセクターセクターセクター等等等等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２６２６２６２６年度年度年度年度））））

本県の出資割合が２５％以上、又は本県から財政的支援を受けている財団法人等（３８団体）の状況は次のとお
りです。いずれの団体も健全に経営されています。

貸
借
対
照
表

資本 84 26,669 222,226 19,186

負債・資本計 117 93,871 1,255,712 60,746
損
益
計
算
書

当期利益 ▲16 0 50 466

前期繰越利益等 70 0 1,461 9,652

当期未処分利益等 54 0 1,511 10,118

純資産又は正味財産 うち本県出資金 本県からの補助金 本県からの貸付金

（３８団体） 126,508 60,143 5,280 40,779

（単位：百万円）



※公営事業会計とは、公営企業会計に、収
益事業会計、交通共済事業会計、公立大学
附属病院事業会計を加えた会計。
本県では、これら３つの事業会計がないこと
から、公営企業会計と公営事業会計の対象
区分は同一となります。

①
実
質
赤
字
比
率

１７ 健全化判断比率及び資金不足比率

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等

⑤⑤⑤⑤資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率

④④④④
将
来
負
担
比
率

将
来
負
担
比
率

将
来
負
担
比
率

将
来
負
担
比
率

②②②②
連
結
実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率 ※公営企業会計ごとに算定

健全化判断比率及健全化判断比率及健全化判断比率及健全化判断比率及びびびび資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率がががが対象対象対象対象とするとするとするとする会計会計会計会計

③③③③
実
質
公
債
費
比
率

実
質
公
債
費
比
率

実
質
公
債
費
比
率

実
質
公
債
費
比
率

地
方
公
共
団
体

普通会計

公営事業会計（※）

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」において、地方公共団体の財政健全性を示す指標が設けられています。（①実質赤字比率、②連結実質赤字比
率、③実質公債費比率、④将来負担比率）また、公営企業の経営の健全性を示す指標として⑤資金不足比率が設けられています。

これらの比率のいずれかが早期健全化基準以上となると財政健全化計画、財政再生基準以上になると財政再生計画、公営企業が経営健全化基準以上となると
経営健全化計画の策定が義務づけられます。

区分は同一となります。

２１

④④④④将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率④④④④将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率

⑤⑤⑤⑤資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率⑤⑤⑤⑤資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率
（（（（公営企業会計公営企業会計公営企業会計公営企業会計））））（（（（公営企業会計公営企業会計公営企業会計公営企業会計））））

③③③③実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率③③③③実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率

①①①①実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率①①①①実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率

②②②②連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率②②②②連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率

実質収支は黒字実質収支は黒字（（4242億円億円）であり、当該比率は該当）であり、当該比率は該当
しませんしません

普通会計の実質収支は黒字であり、また、全ての公普通会計の実質収支は黒字であり、また、全ての公
営企業会計についても資金不足を生じていないこと営企業会計についても資金不足を生じていないこと
から、当該比率は該当しませんから、当該比率は該当しません

本県本県本県本県のののの比率比率比率比率本県本県本県本県のののの比率比率比率比率
平成２5年度決算では、普通会計、公営企業会計ともに、実質赤字は発生していません。また、実質公債費比率及び将来負担比
率についても「財政再生基準」はもちろんのこと、「早期健全化基準」を大きく下回っており、健全な財政状況です。

普通会計における実質赤字の標準財政規模
（地方公共団体が 通常水準の行政活動を行う
上で必要な一般財源の総量）の額に対する比率

全会計（普通会計及び公営企業会計）における
実質赤字の標準財政規模の額に対する比率

普通会計が負担する実質的な公債費の標準
財政規模の額に対する比率（過去３か年平均）

公営企業、公社等を含めて、普通会計（一般会
計と特別会計の合算額）が将来負担すべき 実
質的な負債の標準財政規模の額に対する比率

公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対す
る比率

――

――

早期健全化基準を大幅に下回っています早期健全化基準を大幅に下回っています14.214.214.214.214.214.214.214.2％％％％％％％％

早期健全化基準を大幅に下回っています早期健全化基準を大幅に下回っています

全ての公営企業において資金不足は発生していな全ての公営企業において資金不足は発生していな
いので、当該比率は該当しませんいので、当該比率は該当しません

247.7247.7247.7247.7247.7247.7247.7247.7％％％％％％％％

――――――――

早期健全化基準

3.753.753.753.75％％％％

早期健全化基準

8.758.758.758.75％％％％

早期健全化基準

25252525％％％％

早期健全化基準

400400400400％％％％

経営健全化基準

20202020％％％％

――

――

14.8%14.8%

254.2%254.2%

――

H25決算 H26決算



１８ 財政健全化の取組（行政改革大綱）

改革の柱 内 容

Ⅰ 簡素で効率的な県民視点の体制づくり
・ 職員数の適正化 ・ 組織の見直し ・ 公社等外郭団体の見直し
・ 公の施設の見直し ・ アウトソーシングの推進 ・ ガバナンスの徹底

Ⅱ 自ら考え行動する意欲あふれる人づくり ・ 人材の育成 など

Ⅲ 時代と県民ニーズに即応した施策の推進 ・ 県政情報の積極的発信と県民ニーズの把握 など

Ⅳ 歳入・歳出の改革

・ 収入の確保
税収の確保、公社等外郭団体の基本財産の返戻など

・ 歳出の見直し
事務事業の見直しの継続、職員数の適正化による人件費削減

本県では平成２４年３月に新たな行政改革大綱を策定しました。職員数の削減や組織・公

社等外郭団体の見直し、歳入・歳出の改革などに取り組み、財政の健全化に努めています。

福岡県行政改革大綱（平成２４年３月） 期間：平成24年度から平成28年度までの5カ年間

２２

事務事業の見直しの継続、職員数の適正化による人件費削減

平成２７年度当初予算における行財政改革の取組

項 目 内 容 効果額

歳出の
削減

職員数の削
減

平成２８年度までに知事部局で約３００名、教育委員会で約６０名の職員削減
平成２７年度は、全体で９３名の削減を実施

８億円

事務事業の
見直し

・事業の廃止・・・当初の事業目的を達成したり、必要性、効果の低い事業を廃止
・事業の再構築・・・検証結果を踏まえ、改善・工夫を加え、事業の再構築を実施
・事業の効率化・・・助成対象や実施方法等の見直しを行い、事業の効率化を実現
など

５５億円

歳入の
増

財政収入の
確保

・県税の確保対策の強化・・・高額滞納者や個人住民税対策として、積極的に財産
調査や捜索を実施するなど徴収対策を強化

・未利用県有地の売却等・・・職員住宅跡地等の売却
５６億円

効果額 計 １１９億円



改革の計画期間

平成２６年度から平成２８年度まで

改革の方針

改革方針を踏まえた当初目標及び進捗

（１） 平成28年度までに、財政調整基金等三基金の取崩しに頼らない財政運営の実現
（２） 必要な社会資本整備を着実に進める一方、通常債残高を毎年度確実に減少

19 財政健全化の取組（財政改革推進プラン）

Ｈ27見込(億円) 「財政改革推進プラン」の目標・予定額

財政調整等

２３

財政改革推進プランの内容を着実に進めており、目標を上回ってプランを達成する見込みです

引き続き財政健全化への取り組みを進めていきます

財政調整等
三基金残高

429
○H28年度までに三基金の取崩しに頼らない財政運営を実現
○H27年度末残高予定 390億円

県債(通常債)残高
[ ]はH24末との差

22,368

[△845]
○H28年度末通常債残高をH24年度末に比べ550億円程度圧縮
○H27年度末残高予定 22,720億円

【参考】 （単位：億円）

年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

年度末基金残高
　　　（プラン）　 ①

412 454 410 390 405

年度末基金残高
　　　（実績）　　②

412 454 467 429 ―

各年度のプラン達成状況

①－②
― ― +57 +39 ―

（単位：億円）

年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

年度末通常債残高
　　　（プラン）　 ①

23,213 23,003 22,769 22,720 22,670

年度末通常債残高
　　　（実績）　　②

23,213 22,888 22,486 22,368 ―

各年度のプラン達成状況

①－②
0 △ 115 △ 283 △ 352 ―

※ ㉗ 22,368 ― ㉔ 23,213 ＝△ 845※平成２７年度は見込額



２０ 福岡県市場公募債の発行計画（平成２７年度）

★★★★フレックス枠フレックス枠フレックス枠フレックス枠の設定の設定の設定の設定
投資家の皆様のニーズに応じて「フレックス枠」を活用し、柔軟に投資家の皆様のニーズに応じて「フレックス枠」を活用し、柔軟に投資家の皆様のニーズに応じて「フレックス枠」を活用し、柔軟に投資家の皆様のニーズに応じて「フレックス枠」を活用し、柔軟に

対応いたします対応いたします対応いたします対応いたします。。。。

★★★★多様な年限で発行多様な年限で発行多様な年限で発行多様な年限で発行
★１０年債は偶数月に★１０年債は偶数月に★１０年債は偶数月に★１０年債は偶数月に発行発行発行発行

投資家の皆様の多様なニーズに応えるため、５年債、１０年債投資家の皆様の多様なニーズに応えるため、５年債、１０年債投資家の皆様の多様なニーズに応えるため、５年債、１０年債投資家の皆様の多様なニーズに応えるため、５年債、１０年債、、、、
超長期債超長期債超長期債超長期債（２０年債、３０年債等）を発行します。（２０年債、３０年債等）を発行します。（２０年債、３０年債等）を発行します。（２０年債、３０年債等）を発行します。
平成２７年度は、５年債を５００億円、１０年債を７５０億円発平成２７年度は、５年債を５００億円、１０年債を７５０億円発平成２７年度は、５年債を５００億円、１０年債を７５０億円発平成２７年度は、５年債を５００億円、１０年債を７５０億円発

行する予定です。行する予定です。行する予定です。行する予定です。

（単位：億円）

★★★★格付けの取得格付けの取得格付けの取得格付けの取得
ムーディーズ・ジャパンより「ムーディーズ・ジャパンより「ムーディーズ・ジャパンより「ムーディーズ・ジャパンより「Ａ１（安定的）Ａ１（安定的）Ａ１（安定的）Ａ１（安定的）」を取得しています。」を取得しています。」を取得しています。」を取得しています。
（参考：国債格付・・・（参考：国債格付・・・（参考：国債格付・・・（参考：国債格付・・・Ａ１（安定的）Ａ１（安定的）Ａ１（安定的）Ａ１（安定的）））））

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

２４

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

５年債 200 200 400

10年債 150 150 150 150 150 750

超長期債
20年債

100

30年債

100

20年債

150 600

フレックス枠
20年債

200

5年債

100

30年債

100 650

合　　計 300 150 300 350 200 150 150 200 150 2,400

250

250



２１ 本県起債運営の特長(1)

投資家の皆様の資金計画が立てやすくなるよう、条件決定の日付を特定しています。

①①①①条件決定日を原則条件決定日を原則条件決定日を原則条件決定日を原則「１０日「１０日「１０日「１０日」としています。」としています。」としています。」としています。
（５年債、１０年債）（５年債、１０年債）（５年債、１０年債）（５年債、１０年債）

②②②②本県債の条件決定交渉窓口を一本化した本県債の条件決定交渉窓口を一本化した本県債の条件決定交渉窓口を一本化した本県債の条件決定交渉窓口を一本化した 「競「競「競「競

２５

【競争型幹事方式とは】
幹事会社にシェアの傾斜配分を行うとともに、当該幹事会社が投資家に対してマー

ケティングを行い、適正な発行条件を決定する方法です。
大口での購入をご希望される投資家の方々のニーズにお応えできる発行方式です。

また、多くの投資家の方々にご購入いただけるよう、引受金融機関を１０社（幹事社と
は別途）としています。

②②②②本県債の条件決定交渉窓口を一本化した本県債の条件決定交渉窓口を一本化した本県債の条件決定交渉窓口を一本化した本県債の条件決定交渉窓口を一本化した 「競「競「競「競
争型幹事方式」の継続採用（１０年債）争型幹事方式」の継続採用（１０年債）争型幹事方式」の継続採用（１０年債）争型幹事方式」の継続採用（１０年債）



２１ 本県起債運営の特長(2)

③③③③「総合主幹事グループ制」を継続採用（超長期債）「総合主幹事グループ制」を継続採用（超長期債）「総合主幹事グループ制」を継続採用（超長期債）「総合主幹事グループ制」を継続採用（超長期債）

本県は、起債の時期、年限などの決定に当たり、投資家の皆様の希望を十分聴き、反
映させることとしています。

「総合主幹事グループ制」は、超長期債の幹事会社を早期に明らかにし、年間を通じて
投資家の皆様と継続的に対話を行うことができる仕組みです。

福福福福 岡岡岡岡 県県県県

総合主幹事グループ制関係図総合主幹事グループ制関係図総合主幹事グループ制関係図総合主幹事グループ制関係図

２６

本県では、これらの取組や積極的なＩＲ活動を通じて、投資家の皆様との対話をより
緊密に、継続的に行い、透明性・機動性の高い起債運営を目指してまいります。

福岡県と総合主幹事グループが年間を通じて、投資家ニーズや起債福岡県と総合主幹事グループが年間を通じて、投資家ニーズや起債福岡県と総合主幹事グループが年間を通じて、投資家ニーズや起債福岡県と総合主幹事グループが年間を通じて、投資家ニーズや起債
環境を確認しながら、超長期債の年限や起債時期について協議環境を確認しながら、超長期債の年限や起債時期について協議環境を確認しながら、超長期債の年限や起債時期について協議環境を確認しながら、超長期債の年限や起債時期について協議

福福福福 岡岡岡岡 県県県県

総合事務主幹事
（すべての起債の事務主幹事）

総合主幹事グループ総合主幹事グループ総合主幹事グループ総合主幹事グループ

総合共同主幹事 総合共同主幹事 総合共同主幹事 総合共同主幹事



福岡県

福岡県総務部財政課
〒８１２－８５７７

福岡市博多区東公園7番7号
ＴＥＬ（０９２）６４３－３１４０


